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（別紙１）

平成29年度の鹿児島県人権教育・啓発基本計画の実施状況

１ 人権教育
(1) 学校等における人権教育

施策の基本方向 ア 学校等における人権尊重精神の高揚
イ 多様な体験活動の機会の充実
ウ 家庭及び地域との連携
エ 教職員における人権尊重の理念の理解・体得（資質向上）

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 学校等 への啓 発 (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 資料配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【パンフレット（表紙）】

(ｲ)人権啓発ポスター｢みんなにやさしい
世界はみんなでつくる。｣
･ 作 成 部 数 3,200枚
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【人権啓発ポスター】

１ 人権教育 (1) 学校等における人権教育
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【県民生活局】

人権啓発推進 学校等 への啓 発 (ｳ)ポスターコンクール最優秀賞作品ポスター 人権同和対
事業 資料配布 ･ 作 成 部 数 3,200枚 策課

･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等
(ｴ)「部落差別解消推進法」周知チラシ

･ 作 成 部 数 10,000部
･ 配 布 先 市町村，企業，学校，啓推協会員等

啓発活動 (ｱ)人権に関するポスターコンクールの実施
a 募集
･ 応募期間 ８月１日～９月30日
･ 応募学校 226校
･ 応 募 数 2,060点

b 入賞作品展
･ 場 所 山形屋
･ 期 間 12月４日～10日

c 表彰式
･ 場 所 鹿児島市民文化ホール
･ 期 日 ２月６日

人権に関するﾎﾟｽﾀｰｺﾝｸｰﾙ
最優秀受賞作品（全体の部）

(ｲ)人権の花運動の実施
花の栽培を通じ，豊かな人間関係を体
得させ，人権尊重思想の普及と高揚を
図った。
・15市町村 24小学校,１特別支援学校

(ｳ)じんけんスポーツ教室の開催
・委託先 鹿児島ユナイテッドＦＣ
・実 施 ２回（かんまちあ）
・委託先 鹿児島レブナイズ
・実 施 ２回（鴨池中，吉野小）

【鴨池中学校でのじんけんスポーツ教室】

１ 人権教育 (1) 学校等における人権教育
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

子どもたちの 男女共 同参画 の (ｱ)学校におけるワークショップ等の開催 かごしま県
男女共同参画 学びを 通して ， ・実施校 小学校８校 民交流セン
学びの広場推 子ども たちの 自 中学校２校 ター男女共
進事業 己尊重感を育む 小・中学校１校 同参画推進

・参加者 児童・生徒を対象にした 課
ワークショップ 1,562人
教職員・保護者を対象に
したセミナー 182人
地域住民を対象にしたワ
ークショップ 439人

(ｲ)ワークショップ実践者養成講座
・対 象 県内の教職員・大学生
・参加者 延べ 26人

(ｳ)報告書の作成・配布
・作成部数 2,000部
・配 布 先 国・県・市町村，

県内小・中学校，
市町村教育委員会等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育開発 人権教 育研究 指 (ｱ)小学校１校，中学校１校，計２校の文 人権同和教
事業 定校 部科学省指定校について指導･助言し， 育課

研究成果の波及を図った。
・宇検村立田検小学校
・鹿屋市立串良中学校

人権教育管理 人権教育対策 (ｱ)人権教育に係る研修会等へ参加し，同
費 和問題をはじめとする人権問題の解決

を図る諸施策の充実を図った。

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)各地区の人権教育推進状況を把握する
事業 とともに，実態に応じた具体的方策を

協議し，学校における人権教育の充実
を図った。
※H29年度公立学校への本課指導主事

等の派遣 延べ215校（H28:174校）
内訳
・学校訪問 88校（H28:54校）
・校内研修講師 106校（H28:74校）
・児童生徒等対象講師 21校（H28:46校）

(ｲ)H29年度県指定「子どもの人権プロジ
ェクト推進校」を小学校10校，小・中
学校２校，中学校５校，県立学校１校，
計18校指定し，学校での取組の充実を
支援した。
・小学校：指宿市立魚見小学校，

阿久根市立脇本小学校，
薩摩川内市立副田小学校，
薩摩川内市立黒木小学校，
湧水町立幸田小学校，
大崎町立菱田小学校，
鹿屋市立串良小学校，
西之表市立榕城小学校，
中種子町立星原小学校
中種子町立野間小学校

・小・中学校：奄美市立市小・中学校，
宇検村立阿室小・中学校
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 ・中学校：阿久根市立鶴川内中学校， 人権同和教
事業 長島町立川床中学校， 育課

鹿屋市立田崎中学校，
屋久島町立安房中学校，
奄美市立金久中学校，

・県立学校：川内高等学校
(ｳ)教職員及び教育行政関係者等を対象と

した人権教育研修資料「なくそう差別
築こう明るい社会」（平成30年度版
24,000部），人権教育指導資料「仲間
づくり」（平成30年度版10,000部）を
作成・配布した。

【平成30年度版人権教育研修資料
「なくそう差別 築こう明るい社会」】

【平成30年度版人権教育指導資料
「仲間づくり～参加型学習コンテンツ集～」】

(ｴ)H29年度の活用率
・人権教育研修資料の校内研修等での
活用率 100％（H28:100％）
・人権教育実践例集の授業等での活用
率 67.4％（H28:65.9％）

(ｵ)人権同和教育担当者等を対象に，人権
教育授業実践研修会を実施し，提案授
業等を通して人権教育の指導方法等の
工夫・改善を図った。
･ 開 催 日 ６月
･ 場 所 県内６会場
･ 対 象 公立小・中・高等学校

及び特別支援学校
･ 参加人数 167人
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 人権同和教
事業 育課

【平成29年度人権教育授業実践研修会】

(ｶ)Mom!学級づくり連続講座
自他を大切にすることができる人間関

係を基盤とした学級づくりについて，
実践力を備えた教員の育成のための実
効性の高い講座を年間７回実施し，人
権尊重の理念の具現化を図った。
・実施地区 姶良・伊佐
・開 催 日 ５月～２月
・場 所 姶良・伊佐地域振興局
・受講者数 19人

人権教 育管理 職 (ｱ)教職員や教育行政関係者等を対象とし
研修会 ，教育 行 た研修会を開催し，同和問題をはじめ
政等職 員人権 教 とする人権問題に対する理解と認識の
育研修 ，教育 セ 深化を図った。
ンター 人権教 育 ･ 開 催 日 ６月～12月
講座 ･ 対 象 公立小・中・高等学校及

び特別支援学校管理職，
教職員，教育行政等職員

･ 参加人数 419人

人権教育研修 人権教 育教職 員 (ｱ)採用２年目のすべての教職員等の研修
事業 等研修会 会を実施し，同和問題をはじめとする

人権問題に対する理解と認識の深化を
図った。
･ 開 催 日 ７月７日，８月10日
･ 場 所 県立奄美図書館及び

県総合教育センター
･ 参加者数 251人

人権教育研修 (ｱ)教職員を人権問題に係る研修会に参加
させ，同和問題をはじめとする人権問
題に対する理解と認識の深化を図った。

広報活動事業 広報誌 を通し て (ｱ)保護者向け広報誌「かごしまの教育」 総務福利課
の人権 意識の 高 ･ 発行回数 年間２回
揚 ･ 作成部数 143,000部

･ 主 な 配 布 先 県内公立学校保護者,市町村教育委員会等
･ 掲載内容
（７月号）

「○○らしさ」って何だろう？
（12月号）

みんなを笑顔にする新しい法律の
紹介（障害者差別解消法・ヘイト
スピーチ解消法・部落差別解消推
進法）
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

広報活動事業 広報誌 を通し て (ｲ)教職員向け広報誌「教育情報かごしま」総務福利課
の人権 意識の 高 ･ 発行回数 年間６回
揚 ･ 閲覧方法 県ホームページに掲載

･ 閲覧対象 県内の全教職員
(発行日ごとに学校に通知)

･ 掲載内容
「かごしま教育NOW」 年１回

７月号「～今年度からの新しい研
修会を紹介します～」

「人権同和教育情報」 年５回
７月号「教育の原点！子供と向き

合うこと～子供の育ちを全
力でつなぐ人権教育～」

９月号「Ｍｏｍ！で２学期も行き
たい学校へ」

11月号「県内初！学級づくりにと
ことんこだわった講座実施
中！」

１月号「差別のない社会に向けて
期待高まる差別解消３法制
定」

３月号「人権教育は全ての教育の
基本」

「生徒指導ワンポイント情報」とし
て「国いじめ防止基本方針の改定」，
「ネット問題」，「スクールカウンセ
ラー」，「不登校への対応」に関する
記事

年４回

初任者研修事 初任校研修 (ｱ)採用１年目の教員を対象に，資質向上 義務教育課
業 や職責感の高揚を図るための研修会を

実施した。

区 分 会場 開催日 参加者数

基 礎 研 修 県庁講堂 ４月３日 188人

教育センターに 県総合教 5/23
149人お け る 研 修 育ｾ ﾝ ﾀ ｰ ～5/25

現職教員等研 現職研修 (ｱ)教員を対象に，資質向上や職責感の高
修事業 揚を図るための研修会を実施した。

区 分 開 催 日 参加者数

小学校 鹿児島市

５年経験 7月26日,
8月4,7, 8月4日 235人

者 研 修 8,17日

中学校･高等学校・特別支援学校

8月7日

小学校･特別支援学校
中堅教諭

養護教諭・栄養教諭
等資質向 320人

7月24日～7月28日
上研修

中学校･高等学校

7月31日～8月4日

･場所 県総合教育センター 他
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

研修事業 短期研修講座 (ｱ)教員を対象に，資質向上や職責感の高 義務教育課
（県総合教育 揚を図るための研修会を実施した。
センター） ･ 開 催 日 ６月14日～15日

･ 場 所 県総合教育センター
･ 参加者数 10人

いじめ防止対 ネット いじめ 対 (ｱ)学校非公式サイト等への問題のある書
策推進事業 策 き込みや画像について監視し，学校等

へ情報提供するとともに，家庭や関係
機関等と連携し，問題行動の未然防止，
早期発見，早期対応を図った。

(ｲ)インターネット利用等に関する調査を
実施した。

(ｳ)ネットいじめ等への具体的な取組方法
を県下へ普及するため，教育の情報化
フォーラムを実施した。
・開催日 １月31日
・場 所 県民交流センター
・対 象 公立小・中・義務教育学校

・高等学校及び特別支援学
校の教員，市町村教育委員
会指導主事，保護者等

・参 加 者 数 254人
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(2) 家庭・地域社会における人権教育

施策の基本方向 ア 家庭への支援
イ 地域社会における学習機会の充実
ウ 効果的な人権教育の推進
エ 人権教育を行う指導者の育成・資質の向上

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 講演会 ・研修 会 (ｱ)人権啓発指導者等研修会 人権同和対
事業 等の開催 a 南薩地域人権啓発指導者等研修会 策課

･ 開 催 日 ９月６日
･ 場 所 南薩地域振興局
･ 参加者数 71人

b 北薩地域人権啓発指導者等研修会
･ 開 催 日 ７月６日
･ 場 所 北薩地域振興局
･ 参加者数 86人

c 熊毛地域人権啓発指導者等研修会
･ 開 催 日 ６月20日
･ 場 所 熊毛支庁
･ 参加者数 88人

企画調整事業 県青少 年対策 本 (ｱ)県青少年対策本部会議（書面開催） 青少年男女
(連 絡 調 整 事 部会議 ，県青 少 (ｲ)県青少年問題協議会 共同参画課
業) 年問題 協議会 を ･ 開催日 ５月25日

開催し ，青少 年
対策の 総合的 な
推進に ついて 協
議するとともに，
関係団 体・機 関
等が一 体とな っ
た青少 年育成 を
推進

青少年育成指 各地域 振興局 ・ (ｱ)青少年育成指導員の配置
導事業 支庁に 青少年 育 ･ 設置箇所 各地域振興局・支庁（７人）

成指導 員を配 置 ･ 内 容 運動の普及啓発を図るた
し ，「 郷 土 に 学 め，家庭や地域等が主体
び・育 む青少 年 的に青少年を育てる気風
運動」 の普及 啓 を盛り上げ，これらの取
発 組等に対して側面からの

支援を行う。

｢ 郷 土 に 学 「郷土 に学び ・ (ｱ)「家庭の日」「青少年育成の日」の
ふるさと

び・育む青少 育む青少年運動」 広報
年 運 動 ｣推 進 の普及 啓発を 図 (ｲ)青少年育成指導員研修会等の開催
事業 るため の広報 啓 （参考）

発及び 青少年 育 ･ 夏の「郷土に学び・育む青少年運動」
成指導 員の資 質 （７月１日～８月31日）
向上の ための 研 ･ 「郷土に学び・育む青少年運動」強調月間
修会等の実施 （11月１日～30日）

･ 春の「郷土に学び・育む青少年運動」
（３月11日～４月10日）
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

青少年育成県 鹿児島 県青少 年 (ｱ)少年の主張の作文募集及び県大会の開催 青少年男女
民会議補助事 育成県 民会議 が ･ 作 文 応 募 数 5,304点 共同参画課
業 実施す る青少 年 ･ 県大会の開催 ８月１日

育成推 進事業 ， (ｲ)広報誌の発行（3,300部×年３回）
県民会 議運営 事 (ｳ)明るい家庭づくり講座の開催（50回）
業に助成を行い，
青少年 育成県 民 （参考）
運動を促進 ･ 青少年育成の日 毎月第３土曜日

･ 家庭の日 毎月第３日曜日

青少年団体連 県青少 年団体 連 (ｱ)ユースセミナー
絡協議会補助 絡協議会（ 19団 ･ 開催日 １月28日
事業 体加盟 ）が企 画 ･ 場 所 県民交流センター

・実施 する社 会 (ｲ)子どもふれあい事業
参加活動事業 ･ 開催日 10月７日～８日

･ 場 所 南さつま市金峰町白川

若者自立支援 社会生 活を円 滑 (ｱ)かごしま子ども・若者総合相談センター
対策推進事業 に営む 上での 困 （ひきこもり地域支援センター）の運営

難を有 する子 ど ･ 設置場所 県青少年会館
も・若 者に対 す ･ 設置時期 平成22年７月１日
る総合 相談窓 口 ･ 運営組織 県青少年育成県民会議
の運営 ，支援 地 ･ 業務内容 相談（電話・面接・メー
域協議 会の運 営 ル），関係機関・団体の
及び各 種啓発 活 紹介・案内，巡回相談会
動などの実施 の実施（９回実施）

･ 相談件数 805件(平成29年度)
(ｲ)かごしま子ども・若者支援地域協議会

の運営
･ 設立時期 平成22年７月１日
･ 構 成 機 関 ・ 団 体 25機関・団体（平成30年

３月31日現在）
･ 代 表 者 会 議 ５月11日
･ 実 務 者 連 絡 会 議 ５月17日

12月19日，１月11日
(ｳ)各種啓発活動などの実施

a 保護者のための講演会

開催日 場 所 参加者数

６月26日 知名町中央公民館 71人

７月６日 垂水市市民館 36人

７月20日 長島町役場指江庁舎 42人

10月25日 与論町地域福祉センター 50人

２月18日 西之表市民会館 23人

２月20日 天城町役場ユイの里ホール 20人
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

若者自立支援 社会生 活を円 滑 b 支援関係者のための研修会 青少年男女
対策推進事業 に営む 上での 困 開催日 場 所 参加者数 共同参画課

難を有 する子 ど ７月11日 県青少年会館 28人
も・若 者に対 す ８月29日 県民交流センター 509人
る総合 相談窓 口 11月10日 県青少年会館 62人
の運営 ，支援 地 12月13日 県青少年会館 24人
及び各 種啓発 活 C 子ども・若者自立支援活動促進事業
動などの実施 の実施（ＮＰＯ等への再委託）

・事業実施団体数 ９団体
・事業実施期間 平成29年７月から

平成30年３月まで

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育開発 人権教 育総合 推 (ｱ)人権教育総合推進地域に指定された薩 人権同和教
事業 進地域事業 摩郡さつま町の研究について指導・助 育課

言し，その研究成果の波及を図った。
(文部科学省指定)

地域で支える 家庭教 育支援 員 (ｱ)家庭教育支援に関する活動を整備・調 社会教育課
家庭教育推進 研修会 整・推進する人材を養成するため，教
事業 育専門家・学識経験者等によるいじめ

問題や児童虐待に関する講義を実施し
た。
(受講者数，ｽｷﾙｱｯﾌﾟ講座36人）

家庭教 育学級 研 (ｱ)家庭教育学級における人権学習の必要
修会 性を理解し，人権学習を充実させるた

めの講義や演習を実施した。
(受講者数 267人）

人権教育啓発 人権教 育調査 指 (ｱ)市町村の社会教育における人権教育推
活動促進事業 導 進に関する事業の実施状況を把握し，

それぞれの市町村の実情に配慮しなが
ら指導助言を行い，人権教育の効果的
な推進を図った。
・実施市町村 南さつま市，姶良市，

喜界町など14市町村
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育啓発 人権教 育ブロ ッ (ｱ)社会教育関係団体等のリーダー及び役 社会教育課
活動促進事業 ク別指 導者研 修 員等を対象に，同和問題をはじめとす

会 る人権課題に対する正しい理解と認識
を一層深める機会とするため，人権に
関する講演会や研修会等を実施した。
･ 開催ブロック数 ７
･ 参 加 者 数 756人

人権教 育指導 者 (ｱ)市町村社会教育担当行政職員，社会教
研修会 育関係団体役員等を対象に，社会教育

における人権教育推進上の課題等を的
確に把握するとともに，人権教育の進
め方や啓発の在り方等について理解を
深め，本県及び各市町村における施策
の推進者としての資質向上を図るため
に研修会を実施した。
･ 開 催 日 ７月11日
･ 場 所 かごしま県民交流センター
･ 参加者数 67人

社会教育指導 社会教 育関係 団 (ｱ)活力ある地域づくりを目指し，主体的
者養成事業 体指導 者等， ジ に取り組むリーダーを養成するための

ュニア ・リー ダ 研修会において人権に関する講義を実
ー研修会 施した。

a 社会教育関係団体指導者等研修会
（鹿児島会場）
･ 開 催 日 ８月27日
･ 参加者数 49人
(大島会場)

･ 開 催 日 11月18日～19日
･ 参加者数 20人

b ジュニア・リーダー研修会
（鹿児島会場）
・開 催 日 ８月５日～６日
・参加者数 台風接近により中止
（大島会場）
・開 催 日 ７月26日～28日
・参加者数 26人
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(3) 企業における人権教育

施策の基本方向 ア 教育・啓発活動に必要な情報や教材の提供
イ 研修講師の斡旋などの支援
ウ 公正採用選考人権啓発推進員に対する研修の充実

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置 (ｱ)企業主催研修への研修専門員の派遣 人権同和対
事業 ・実施回数 ９回 策課

・参加者数 773人
(ｲ)鹿児島労働局主催研修への研修専門員

の派遣
・実施回数 ４回
・参加者数 627人

人権啓 発に係 る (ｱ)県人権同和問題啓発推進協議会の開催
推進協 議会の 開 ・日 時 ５月９日
催 ・場 所 県庁会議室

・参加者 県，鹿児島労働局，各種経
済団体，運動団体 等

・内 容
各団体の啓発活動(H28)の実績
各団体の啓発活動(H29)の計画
平成28年中における人権侵犯事件
の状況
ＤＶＤ視聴「私の中の差別意識-部
落差別問題から考える-」

【農政部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

担い手農家育 推進担当者会 (ｱ)人権問題啓発推進担当者会(７月24日) 経営技術課
成研修事業 農林漁業５団体職員を対象

啓発資料配布 (ｱ)パンフレット
「人権について考える」2017年版
「人権ア・ラ・カルト」2017年版
・配布部数 各114部
・配 布 先 県農協中央会，県漁連，

県土改連，県共済連，
県森連

各団体 の研修 会 (ｱ)農林漁業団体の研修会開催状況
（人権 問題を 含 団体名 開催日 参加者数
む）開催 県 農 協 ８月３日 18人

中 央 会 ２月７日 250人
県 漁 連 ７月19～21日 36人

３月13～14日 15人
県土改連 ９月５日 26人
県共済連 11月16日 35人

5月30日～6月1日 12人
県 森 連 11月21～22日 29人

12月９日 52人
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２ 人権啓発

施策の基本方向 ア 啓発内容の充実
イ 啓発方法の改善

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

(ｲ)人権啓発ポスター｢みんなにやさしい
世界はみんなでつくる。｣
･ 作 成 部 数 3,200枚
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

(ｳ)ポスターコンクール最優秀賞作品ポスター
･ 作 成 部 数 3,200枚
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

(ｴ)「部落差別解消推進法」周知チラシ
･ 作 成 部 数 10,000部
･ 配 布 先 市町村，企業，学校，啓推協会員等

各種広 報媒体 を (ｱ)テレビ・ラジオによる啓発
活用した啓発 a 人権啓発ﾃﾚビｽポｯﾄ(15秒)

･ 人権同和問題啓発強調月間（８月） 101回
･ 人権週間（12月４日～10日） 40回

b 人権啓発ﾗジｵｽポｯﾄ(20秒)
･ 人権同和問題啓発強調月間（８月） 100回
･ 人権週間（12月４日～10日） 40回

(ｲ) インターネットを活用した啓発
a Youtubeｲﾝｽﾄﾘｰﾑ広告
･ 掲載期間 8/1～31，12/4～10
･ 表示回数 約200万回

b バナー広告
･ 掲載期間 8/1～31，12/4～10
･ 表示回数 約320万回

(ｳ)ホームページによる啓発
･ 啓発活動案内（随時）
･ 啓発資料掲載（随時）等

(ｴ)県政広報媒体による啓発
･ テレビ・ラジオ
･ 県政かわら版，グラフかごしま

(ｵ)映画広告による啓発
a 鹿児島ミッテ10
･ 人権同和問題啓発強調月間（８月） 947回
･ 人権週間（12月４日～10日） 452回

(ｶ)公共交通機関車内広告
(鹿児島市電,鹿児島市営ﾊﾞｽ,民間ﾊﾞｽ,桜島ﾌｪﾘｰ)
･ 人権同和問題啓発強調月間（８月） 186両
･ 人権週間（12月４日～10日） 186両
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 講演会 ・研修 会 (ｱ)人権同和問題県民のつどい 人権同和対
事業 等の開催 ･ 開 催 日 ２月６日 策課

･ 場 所 鹿児島市民文化ホール
･ 参加者数 700人

(ｲ)人権教育・啓発基本計画推進研修会
･ 開 催 日 ７月５日
･ 場 所 県庁講堂
･ 参加者数 221人

(ｳ)人権啓発指導者等研修会
a 南薩地域人権啓発指導者等研修会
･ 開 催 日 ９月６日
･ 場 所 南薩地域振興局
･ 参加者数 71人

b 北薩地域人権啓発指導者等研修会
･ 開 催 日 ７月６日
･ 場 所 北薩地域振興局
･ 参加者数 86人

c 熊毛地域人権啓発指導者等研修会
･ 開 催 日 ６月20日
･ 場 所 熊毛支庁
･ 参加者数 88人

(ｴ)人権啓発管理者研修会
･ 開 催 日 １月23日
･ 場 所 県庁講堂
･ 参加者数 226人

(ｵ)じんけんフェスタ2017 in うけん
･ 開 催 日 11月19日
･ 場 所 宇検村生涯学習センター
･ 参加者数 350人

(ｶ)地域人権啓発フェスティバル
開催日 場 所 参加者数

10月22日 指宿市 250人
８月６日 姶良市 ※
８月27日 曽於市 850人

※姶良市は台風のため中止

(ｷ)市町村人権啓発活動ネットワーク研修会
･ 開 催 日 ８月26日
･ 場 所 南大隅町中央公民館
･ 参加者数 157人
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 行政職員等研修 (ｱ)県職員に対する研修 人権同和対
事業 ･ 参加数 6,135人 策課

人権同和問題地区別研修会
本庁･各地域振興局等：31会場
所属単位の研修会
病院･農業開発ｾﾝﾀｰ等：15会場
運動団体主催研修会への職員参加
管理者研修会(部課長級人権同和問題研修会)等

研修専門員設置 (ｱ)各種機関・団体等主催研修会へ研修専
門員(２人)を派遣
･ 派 遣 先

国の機関（国道事務所等），市町
村，社会福祉協議会，企業，公民
館，その他(専門学校,農協,漁協 など)

･ 派遣回数 延べ 220回
･ 受講者数 17,195人

その他啓発活動 (ｱ)懸垂幕の掲示
･ 時期 人権同和問題啓発強調月間（８月）

人権週間（12月４日～10日）
･ 場所 各地域振興局等

(ｲ)人権に関するポスターコンクール開催
(ｳ)人権に関するポスター展

･ 開催日 12月４日～10日
･ 場 所 山形屋

(ｴ)じんけんスポーツ教室の開催
・委託先 鹿児島ユナイテッドＦＣ
・実 施 ２回（かんまちあ）
・委託先 鹿児島レブナイズ
・実 施 ２回（鴨池中，吉野小）

(ｵ)人権啓発ＤＶＤの新規購入及び貸出
･ 新規購入ＤＶＤ ５本
･ 貸出実績 73件(133本)
･ 保有数

ビデオ･ＤＶＤ 278本
16ミリフイルム 59本

(ｶ)人権啓発ＤＡＹの開催
県内で人気のプロスポーツの試合会場
において，人権啓発活動を実施

・委託先 鹿児島ユナイテッドＦＣ，
鹿児島レブナイズ

・実 施 ２回（各１回）
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３ 分野別施策の推進
(1) 女性

施策の基本方向 ア 男女平等教育・啓発の推進
イ 政策・方針決定過程への女性の参画の推進
ウ 女性に対するあらゆる暴力の根絶
エ 男女の平等な就業環境の整備
オ 刊行物等における女性の人権の尊重
カ 相談体制の充実

【総務部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

政策・ 方針決 定 (ｱ)県の女性管理職（課長級以上）の登用 人事課
過程へ の女性 の 状況（知事部局（県立病院局を含む））
参画の推進 区分 H27 H28 H29

総数 490人 492人 493人
うち女性 29人 34人 35人
比率 5.9% 6.9% 7.1%

※平成27年度より女性活躍推進法による算定

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

男女共同参画 県男女 共同参 画 (ｱ)審議会等の開催回数 男女共同参
推進事業 基本計 画進行 管 a 男女共同参画審議会 ２回 画室

理 b 男女共同参画専門部会（策定部会） ３回
c 男女共同参画推進本部幹事会 ２回
d 男女共同参画推進本部会議 ２回

(ｲ)「かごしま男女共同参画の状況」の作
成・公表
男女共同参画推進条例に基づき，県内
の男女共同参画の状況，県の関連施策
・事業の実施状況等を取りまとめ，県
のホームページ等で公表

男女共同参画 男女共 同参画 行 (ｱ)県・市町村職員に対する男女共同参画
連絡調整事業 政担当 者等研 修 社会についての理解の浸透を図ること

会の開催 及び市町村の取組を支援するため研修
会を開催
･ 開催日 ５月18日
･ 対 象 県・市町村の職員等

各種広 報媒体 を (ｱ)男女共同参画週間を中心に県政広報媒
活用し た啓発 活 体を活用した広報啓発
動 (ｲ)啓発用リーフレットの活用

(ｳ)「男女共同参画の視点からの公的広報
の手引」の活用

配偶者等から 配偶者 等から の (ｱ)配偶者等からの暴力対策会議
の暴力対策推 暴力の 防止と 被 ･ 開催日 ８月21日
進事業 害者支 援のた め (ｲ)「女性に対する暴力をなくす運動」

の関係 機関と の (11月12日～25日）の実施
連携強 化，広 報 (ｳ)県・市町村ＤＶ担当課長等研修会
啓発， 相談体 制 ･ 開催日 ５月18日
の充実 (ｴ)ＤＶ相談員養成講座

･ 開催日 11月28～29日，
12月５～６日
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

配偶者等から 配偶者 等から の (ｱ)「女性に対する暴力をなくす運動」 かごしま県
の暴力対策推 暴力の 防止と 被 の実施 民交流セン
進事業 害者支 援のた め a 法律相談 「女性のための法律110番」 ター男女共

の関係 機関と の ･ 実施日 11月24日 12件 同参画推進
連携強 化，広 報 b 街頭キャンペーン 課
啓発， 相談体 制 ･ 実施日 11月12日
の充実 ･ 鹿児島中央駅前

c パネル展示
･ 期 間 11月12日～25日
･ 場 所 かごしま県民交流センター

d 企業の協賛
･ 期 間 11月12日～25日
･ 協賛企業 山形屋，鹿児島銀行，

マルヤガーデンズ
(ｲ)相談業務研修会

･ 開催日 ６月９日(参加者延べ110人)
･ 場 所 かごしま県民交流センター

(ｳ)暴力被害者支援セミナー
・開催日 11月17日（参加者延べ121人）
・場 所 かごしま県民交流センター

(ｴ)学校への男女共同参画お届けセミナー
（デートＤＶ防止お届けセミナー）
･ 実施校 10校
･ 参加者 3,870人

男女共同参画 男女共 同参画 の (ｱ)男女共同参画週間事業
社会促進事業 推進役 となる 人 ・期 間 7月25日～31日

材の育 成や啓 発 ・場 所 かごしま県民交流センター
のため の男女 共 a 基調講演 7月29日 113人
同参画 セミナ ー b ワークショップ 〃 65人
等の実施 c 小学生対象ものづくりワークショッ

プ 7月30日 66人
d 展示 7月25～30日

来館者2,774人
※7/25～31は県庁18階展望ロビーで

実施
e パネル展 7月 1日～13日

※マルヤガーデンズで実施
(ｲ)男女共同参画基礎講座

･ 開催日 ６月10日，６月17日，
６月24日，７月１日

･ 場 所 かごしま県民交流センター
･ 参加者 延べ409人

(ｳ)男女共同参画地域協働推進講座
(北薩地区)
･ 開催日 ９月30,10月７日

(参加者延べ70人)
･ 場 所 出水市中央公民館，出水市

役所
(奄美地区)
･ 開催予定 10月21,22日

※台風接近のため中止
(ｴ)学校への男女共同参画お届けセミナー

･ 実施校 ５校
･ 参加者 1,091人

(ｵ)デートＤＶ防止セミナー
･ 開催日 ２月24日
･ 場 所 曽於市末吉総合センター
･ 参加者 23人



18３ 分野別施策の推進 (1) 女性

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

男女共同参画 男女共 同参画 の (ｶ)高校生のためのピアサポーター養成講座 かごしま県
社会促進事業 推進役 となる 人 ･ 開催日 12月17日 民交流セン

材の育 成や啓 発 ･ 場 所 かごしま県民交流センター ター男女共
のため の男女 共 ･ 受講者 10人（修了者10人） 同参画推進
同参画 セミナ ー (ｷ)男女共同参画セミナー 課
等の実施 ･ 開催日 ２月10日

･ 場 所 かごしま県民交流センター
･ 参加者 68人

男女共同参画 情報提供 (ｱ)情報紙「鹿児島県男女共同参画センタ
情報提供事業 ーだより」の作成・配布

･ 作成部数 12,000部/回（年２回）
･ 配 布 先 国・県・市町村，学校，

金融機関，病院，活動団
体等

(ｲ)図書等の収集・貸出
･ 整備図書 52冊
･ 貸出 197冊

(ｳ)ホームページによる情報提供
(ｴ)女性人材及び講師情報等の収集・提供

男女共同参画 男女共 同参画 を (ｱ)一般相談 1,889件
相談事業 阻害す る行為 等 うち暴力行為等関係 484件

に関す る相談 の うち就労関係 117件
実施 (ｲ)専門相談 61件

・ 法律相談 38件
・ メンタルヘルス相談 16件
・ 男性相談 7件

(ｳ)若者を対象とした相談窓口の開設
鹿児島大学医学部保健学科ボランティ
アサークルと共催で実施
･ 実施日 毎月第３土曜日
･ 場 所 かごしま県民交流センター
･ 開催数 10回

いきいきと働 産業分 野にお け (ｱ)女性活躍推進企業トップセミナー 男女共同参
く女性応援事 る女性 の活躍 推 ・開催日 ９月13日 画室
業（女性が活 進に向 けた女 性 ・場 所 かごしま県民交流センター
躍できる企業 への支援 ・参加者 県内企業の経営者等 115名
応援事業） (ｲ)女性活躍推進企業管理職マネジメント

セミナー
（鹿児島エリア）
・開催日 １月31日
・場 所 ウォーターフロントパーク

ドルフィンホール
・参加者 県内企業の管理職等 41名
（大隅エリア）
・開催日 ２月１日
・場 所 リナシティかのや
・参加者 県内企業の管理職等 15名

(ｳ)女性活躍推進優良企業知事表彰
・表彰企業 城山観光株式会社，

株式会社新日本科学，
株式会社トヨタ車体研究所



19 ３ 分野別施策の推進 (1) 女性

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

いきいきと働 産業分 野にお け (ｱ)女性ワーキンググループによる協議 男女共同参
く女性応援事 る女性 の活躍 推 地域の実情に応じた効果的な女性活躍 画室
業（女性のキ 進に向 けた女 性 の取組を事業に反映させるため，働く
ャリアアップ への支援 女性を中心としたワーキンググループ
支援事業） において意見交換を行った。

・開催日 ４月28日
５月26日
９月14日
９月27日

(ｲ)キャリアデザインセミナー かごしま県
・内容 民交流ｾﾝﾀｰ

①講座Ⅰ ２月３日 100人 男女共同参
※公開講座 画推進課

②講座Ⅱ ２月11日 36人
③講座Ⅲ ２月17日 29人
④同窓会 ３月24日 10人

・場所 ①～③マルヤガーデンズ,④か
ごしま県民交流センター

(ｳ)ロールモデル提供セミナー
・開催日 ９月27日
・場 所 かごしま県民交流センター
・参加者 51人

(ｴ)仕事と生活の両立に向けたセミナー
・開催日 11月３日
・場 所 かごしま県民交流センター

※小・中学生対象ワークショップを
同時開催

・参加者 セミナー 49人
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 12人(見学者含む）

(ｵ)女子学生のためのｴﾝﾊﾟﾜｰﾒﾝﾄｾﾐﾅｰ
・開催日 ８月９日
・場 所 鹿児島大学
・参加者 32人

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等



20３ 分野別施策の推進 (1) 女性

【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

仕事と家庭両 ファミ リー・ サ (ｱ)啓発用リーフレットの作成 雇用労政課
立支援事業 ポート ・セン タ ･ 作成部数 4,000部

ーの設置促進 ･ 配 布 先 市町村，県内事業所等
(ｲ)広報誌「労働かごしま」等における周

知啓発
(ｳ)未設置市町村への指導・助言

子育て応援企 かごし ま子育 て (ｱ)「かごしま子育て応援企業」の登録
業登録事業 応援企 業の登 録 登録数 426社（H30.3.31現在）

・紹介 (ｲ)「かごしま子育て応援企業」の紹介
･ 県ホームページ
･ 県広報誌・広報番組等

(ｳ)制度の普及推進
･ 制度の案内

10月13日，10月20日，10月27日，
11月６日，11月14日

･ 募集チラシの作成 1,800部
･ 取組内容紹介リーフレットの作成・

配布（500部）
･ 企業の個別訪問
･ 県広報誌・広報番組等

労使関係近代 雇用労 働者の 労 (ｱ)県内1,000事業所を対象に労働条件実
化促進事業 働条件の実態調査 態調査を実施し，実態の把握

広報に よる普 及 (ｱ)広報誌「労働かごしま」等による関係
・啓発 施策や関連行事等の周知，普及・啓発

･ かごしま子育て応援企業登録制度
（４，10，２月）

･ 女性活躍推進法(６月)
･ マザーズコーナー（10月）
･ 両立支援助成金（１月）
･ 男女均等な待遇の確保（１月）
･ ファミリー・サポート・センター

（２月） など
（隔月 1,900部発行）

雇用セーフテ 職業訓練 (ｱ)母子家庭等の母等を対象とした職業訓
ィネット対策 練ビジネス実務科
事業の一部 ･ 修了者 ３人(H30.3月末現在)

労使関係安定 労働相談 (ｱ)雇用労政課及び中小企業労働相談所に
促進事業の一 おいて，労働問題一般について，労働
部 者及び使用者からの相談対応

漁業生産の担 活動実績発表大会 (ｱ)「青年・女性漁業者活動実績発表大会」 水産振興課
い手育成確保 女性漁 業者の 研 の開催
事業 究実践 活動の 発 ・開催日 １月12日

表と技 術知識 の ・場 所 かごしま県民交流センター
研鑽を 目的に 実 ・内 容 活動実績の発表
施 （発表者５人，うち女性は１人）



21 ３ 分野別施策の推進 (1) 女性

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

県スポーツ推 女性ス ポーツ 推 (ｱ)平成29年度，県内市町村の女性スポー 保健体育課
進委員協議会 進委員 の登用 促 ツ推進委員は，1,097人中，285人であ
の事業 進 り，その割合は26.9％であった。

（平成28年度26.4％）

部会・ 研修会 の (ｱ)スポーツ推進委員及び生涯スポーツ担
実施 当者等研修会

･ 開 催 日 ５月12日
･ 場 所 県総合体育ｾﾝﾀｰ体育館
･ 参加者数 223人(28年度219人)

(ｲ)女性スポーツ推進委員部会研修会
･ 開 催 日 ６月30日
･ 場 所 県総合体育センター剣道場
･ 参加者数 11人

第75回国民体 女子選 手の競 技 (ｱ)「燃ゆる感動かごしま国体」に向けた
育大会に向け 力向上 とより 良 女性アスリート支援シンポジウム
た競技力向上 い競技 環境作 り ・期 日：平成29年11月25日（土）
対策事業 への取組を図る ・場 所：県庁２階講堂

・参加者：154人
(ｲ)第３回女性アスリート支援委員会

・期 日：平成30年２月22日（木）
・場 所：県青少年会館グループ活動

室
・参加者：13人

人事管理事務 政策・ 方針決 定 (ｱ)女性教員等に対する管理職任用標準試 教職員課
事業 過程へ の女性 の 験の積極的な受験の促進や女性教職員

参画の拡大 の人材育成及び積極的な登用を進めて
いる。

女性管理職数の推移
校 種 H26 H27 H28 H29

小 学 校 113人 119人 125人 134人
中 学 校 23人 28人 31人 34人
義務教育学校 - - - 1人
高 等 学 校 7人 9人 11人 15人
特 別 支 援 学 校 7人 8人 12人 10人

計 150人 164人 179人 194人
女性管理職の割合 9.1% 9.5% 10.5% 11.5%

人事管理事務 あらゆ る分野 に (ｱ)公立の小学校，中学校，義務教育学校，
事業 おける 男女平 等 高等学校及び特別支援学校の校長・教
(管理職研修会) 意識の啓発 頭・事務長の管理職としての資質向上

を図るための研修会を実施した。
・参加者数

職 名 H27 H28 H29
校 長 101人 92人 136人
教 頭 127人 142人 210人
事務長 81人 78人 77人

計 309人 312人 423人

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者



22３ 分野別施策の推進 (1) 女性

【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

女性被害者等 ストー カー， Ｄ (ｱ)全所属を対象に，人身安全関連事案対 生活安全企
保護総合対策 Ｖ巡回 教養等 の 処訓練を開催し，ストーカー，ＤＶに 画課
事業 実施 関する教養を実施した。

(ｲ)県下全域において関係機関連絡会議を
開催した。（各署担当者，77関係機関，
市町村担当者)

性犯罪 指定捜 査 (ｱ)性犯罪被害者の心理的負担の緩和を目 捜査第一課
員研修会の実施 的として，性犯罪指定捜査員研修会を

開催し，性犯罪指定捜査員に指名され
た女性警察官に対し，指定捜査員の役
割と任務及び事情聴取要領等の教養を
実施した。
【性犯罪指定捜査員数】

H27 H28 H29

指 定
102人 92人 113人

捜査員数



23 ３ 分野別施策の推進 (2) 子ども

(2) 子ども

施策の基本方向 ア 子どもの人権についての啓発活動の推進
イ 心の教育の推進
ウ 児童虐待等への対応
エ いじめ，不登校等への対応
オ 相談体制の充実
カ 保育の充実

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

企画調整事業 県青少 年対策 本 (ｱ)県青少年対策本部会議（書面開催） 青少年男女
（連絡調整事 部会議 ，県青 少 (ｲ)県青少年問題協議会 共同参画課
業） 年問題 協議会 を ･ 開催日 ５月25日

開催し ，青少 年
対策の 総合的 な
推進に ついて 協
議するとともに，
関係団 体・機 関
等が一 体とな っ
た青少 年育成 を
推進

青少年育成指 各地域 振興局 ・ (ｱ)青少年育成指導員の配置
導事業 支庁に 青少年 育 ･ 設置箇所 各地域振興局・支庁（７人）

成指導 員を配 置 ･ 内 容 運動の普及啓発を図るた
し ，「 郷 土 に 学 め，家庭や地域等が主体
び・育 む青少 年 的に青少年を育てる気風
運動」 の普及 啓 を盛り上げ，これらの取
発 組等に対して側面からの

支援を行う。

｢ 郷 土 に 学 「郷土 に学び ・ (ｱ)「家庭の日」「青少年育成の日」の
ふるさと

び・育む青少 育む青少年運動」 広報
年 運 動 ｣推 進 の普及 啓発を 図 (ｲ)青少年育成指導員研修会等の開催
事業 るため の広報 啓 （参考）

発及び 青少年 育 ･ 夏の「郷土に学び・育む青少年運動」
成指導 員の資 質 （７月１日～８月31日）
向上の ための 研 ･ 「郷土に学び・育む青少年運動」強調月間
修会等の実施 （11月１日～30日）

･ 春の「郷土に学び・育む青少年運動」
（３月11日～４月10日）

青少年育成県 鹿児島 県青少 年 (ｱ)少年の主張の作文募集及び県大会の開催
民会議補助事 育成県 民会議 が ･ 作 文 応 募 数 5,304点
業 実施す る青少 年 ･ 県大会の開催 ８月１日

育成推 進事業 ， (ｲ)広報誌の発行（3,300部×年３回）
県民会 議運営 事 (ｳ)明るい家庭づくり講座の開催（50回）
業に助成を行い，（参考）
青少年 育成県 民 ･ 青少年育成の日 毎月第３土曜日
運動を促進 ･ 家庭の日 毎月第３日曜日
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

青少年団体連 県青少 年団体 連 (ｱ)ユースセミナー 青少年男女
絡協議会補助 絡協議会（ 19団 ･ 開催日 １月28日 共同参画課
事業 体加盟 ）が企 画 ･ 場 所 県民交流センター

・実施 する社 会 (ｲ)子どもふれあい事業
参加活動事業 ･ 開催日 10月７日～８日

･ 場 所 南さつま市金峰町白川

若者自立支援 社会生 活を円 滑 (ｱ)かごしま子ども・若者総合相談センター
対策推進事業 に営む 上での 困 （ひきこもり地域支援センター)の運営

難を有 する子 ど ･ 設置場所 県青少年会館
も・若 者に対 す ･ 設置時期 平成22年７月１日
る総合 相談窓 口 ･ 運営組織 県青少年育成県民会議
の運営 ，支援 地 ･ 業務内容 相談（電話・面接・メー
域協議 会の運 営 ル），関係機関・団体の
及び各 種啓発 活 紹介・案内，巡回相談会
動などの実施 の実施（９回実施）

･ 相談件数 805件(平成29年度)
(ｲ)かごしま子ども・若者支援地域協議会

の運営
･ 設立時期 平成22年７月１日
･ 構 成 機 関 ・ 団 体 25機関・団体（平成30年

３月31日現在）
･ 代 表 者 会 議 ５月11日
･ 実 務 者 連 絡 会 議 ５月17日

12月19日，１月11日
(ｳ)各種啓発活動などの実施
a 保護者のための講演会

開催日 場 所 参加者数

６月26日 知名町中央公民館 71人
７月６日 垂水市市民館 36人
７月20日 長島町役場指江庁舎 42人
10月25日 与論町地域福祉ｾﾝﾀｰ 50人
２月18日 西之表市民会館 23人
２月20日 天城町役場ユイの里ﾎｰﾙ 20人

b 支援関係者のための研修会
開催日 場 所 参加者数

７月11日 県青少年会館 28人
８月29日 県民交流ｾﾝﾀｰ 509人
11月10日 県青少年会館 62人
12月13日 県青少年会館 24人

C 子ども・若者自立支援活動促進事業
の実施（ＮＰＯ等への再委託）
・事業実施団体数 ９団体
・事業実施期間 平成29年７月から

平成30年３月まで
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

子ども・子育 保育所 特別保 育 (ｱ)開催状況 青少年男女
て支援総合対 事業等 研修会 の ･ 開催日 ２月19日～20日 共同参画課
策事業 実施 ･ 参加者 117人(県内保育所の保育士等)

･ 研修内容
乳児保育，事故予防，
発達障害の理解，人権教育等

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

児童虐待防止 子ども 虐待防 止 (ｱ)開催状況 子ども福祉
対策関連の事 ネット ワーク 会 ･ 開催日 ５月25日 １回開催 課
業 議の開催 ･ 協議内容

平成28年度児童虐待相談の状況
平成29年度児童虐待防止関係事業
について
情報交換及び協議 等

子ども ＳＯＳ 地 (ｱ)開催状況
域連絡 会議の 開 ･ ７地区で11回開催
催 ･ 協議内容

平成28年度児童虐待相談の状況
平成29年度児童虐待防止関係事業
について
要保護児童対策地域協議会について

等

子ども・家庭 子ども・家庭110 (ｱ)児童を有する家庭等の悩み，問題等に
11 0番設 置事 番の運営 対し，電話による相談を通じ，早期に
業 適切な援助を行う。

･ 相談件数 946件

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

スクールソー いじめ，不登校， (ｱ)スクールソーシャルワーカー（SSW） 義務教育課
シャルワーカ 暴力行 為等の 課 と福祉機関等との連携による問題行動
ー活用事業 題に応 じた相 談 等の改善及び教育相談体制の充実を図

・情報 提供等 に った。
よる問 題行動 等 ･ 委託地域 ４町
の改善 及び関 係 ･ 内 容
機関との連携,保 ＳＳＷを活用した様々な環境に対
護者・ 教職員 へ する働きかけ
の支援体制整備 ＳＳＷを中核とした効果的な連携

ケース会議を通した業務推進 等
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

スクールカウ スクー ルカウ ン (ｱ)スクールカウンセラーを配置し，相談 義務教育課
ンセラー配置 セラーの配置 体制の充実を図った。 高校教育課
事業 ・派遣対象校 小 学 校 511校

中 学 校 220校
義務教育学校 2校
県立高等学校 31校

いじめ問題等 いじめ防止対策 (ｱ)いじめ問題等相談員の派遣，「いじめ
対策事業等 対策リーフレット」及び「いじめ対策

必携」の配布，「いじめ問題を考える
週間」の展開，地区別中学校生徒指導
担当者研修会を実施し，いじめ防止対
策に努めた。

生徒指導の充実 (ｱ)生徒指導推進会議（鹿児島県生活指導研究協議会研究大会）
･ 開 催 日 11月７日

(ｲ)地区別高等学校生徒指導連絡協議会
･ 年２回，７地区で実施

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

警察活動費 被害少 年支援 及 (ｱ)少年事件処理担当者を対象として人権 少年課
び児童 虐待防 止 に配慮した被害少年支援及び児童虐待
対策 事案への対応等に関する研修会を実施

した。
・開催日５月12日 参加者40人

スクー ルサポ ー (ｱ)鹿児島市内三署，鹿屋署，霧島署及び薩
ター制度の充実 摩川内署に加えて，平成29年４月から南

九州署，日置署，姶良署，志布志署，奄
美署の５署にそれぞれ一人ずつスクール
サポーターが配置され，県下で11人のス
クールサポーターが「学校と警察の橋渡
し役」として，児童生徒の安全確保等に
努めた。
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(3) 高齢者

施策の基本方向 ア 高齢者の人権についての啓発活動の推進
イ 福祉教育の推進
ウ 高齢者の権利擁護の推進
エ 世代間交流の充実
オ 「老人の日・老人週間」等を通じた啓発
カ 高齢者の雇用・就業機会の確保
キ バリアフリーの推進

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

元気高齢者チ 高齢者 の人権 尊 (ｱ)「老人の日・老人週間」キャンペーン 長寿・生き
ャレンジ推進 重の啓発等 要綱の送付 がい推進室
事業 ･ 送付先 県出先機関，市町村 (鹿児島市を

除く) ，庁内関係課

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【企画部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

鉄道駅バリア 鉄道駅 のバリ ア (ｱ)バリアフリー化の整備に要する経費を 交通政策課
フリー化推進 フリー 化整備 に 補助
事業 要する 経費を 補 ・国分駅（工事）

助する ・上伊集院駅，加治木駅(設計)

【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

鹿児島シルバ 鹿児島シルバー (ｱ)高齢者やその家族が抱える保健・医療 介護福祉課
ー 11 0番 設置 110番の設置 ・福祉等に関わる心配ごとや悩みごと
事業 について，総合的な相談に応じるとと

もに，各種情報の提供等を行った。
・相談件数 1,352件
（４月１日～３月31日）

高齢者虐待防 高齢者虐待防止 (ｱ)推進体制の整備
止推進事業 の推進・啓発 a 高齢者虐待防止推進会議の設置・開催

・開 催 日 10月19日
・協議内容 県・市町村及び関係機関

・ 団 体 に お け る 高 齢 者
虐待防止への取組につい
て

(ｲ)各種研修会の開催
a 施設内虐待防止研修
(a) 権利擁護推進員養成研修

・開催期間 ９月27日～28日
12月７日～８日
10月～11月(職場での実践活動)

・修了者数 44人
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【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

高齢者虐待防 高齢者虐待防止 (b）看護指導者養成研修(外部研修派遣) 介護福祉課
止推進事業 の推進・啓発 ・開催期間 11月30日～12月２日

・修了者数 ２人
(c）看護実務者研修

・開催期間 ７月25日～26日
・修了者数 64人

b 家庭内虐待防止研修
（a）事例報告・検討会等研修

・開催期間 10月24日～26日
・修了者数 51人

(ｳ)啓発資料作成・配布
a リーフレット(みんなで防ごう！高齢者虐待)
・作成部数 25,000部
・主 な 配 布 先 県機関,市町村,警察,国,関係団体等

(ｴ)広報誌等による啓発
a 県ホームページによる啓発
・高齢者虐待の状況

【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

高年齢者就業 シルバ ー人材 セ (ｱ)鹿児島県シルバー人材センター連合会 雇用労政課
機会確保事業 ンター 事業の 発 への運営費等補助を行った。

展・拡 充及び 高 (ｲ)シルバー人材センターの設立促進，指
年齢者 の雇用 促 導検査等を行った。
進対策 ※シルバー人材センターの設置状況

（H30.3.31現在）
35センター 35市町

【土木部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人にやさしい 歩道の段差解消 (ｱ)歩道段差解消計画箇所数 3,300箇所 道路維持課
道づくり事業 ･ 平成28年度まで整備 2,993箇所

･ 平成29年度整備 98箇所
･ 平成29年度末整備 3,091箇所

（整備率 94%）

県営住宅建設 県営住宅の整備 (ｱ)県営住宅の新築及び既設公営住宅改善 住宅政策室
事業 において，床の段差解消や手すりの設
既設県営住宅 置等のバリアフリー化を行った。
改善事業 （平成29年度実績）

新 築 28戸
住戸改善 448戸

476戸

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者
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(4) 障害者

施策の基本方向 ア 障害者の人権についての啓発活動の推進
イ 福祉教育の推進
ウ 「障害者週間」を通じた啓発
エ 障害者の権利擁護の推進
オ 特別支援学校等における教育の充実
カ 障害者の雇用・就業機会の確保
キ 雇用の場における人権の擁護
ク バリアフリーの推進

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

障害者 スポー ツ (ｱ)車いすﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ体験教室の開催
体験を 通じた 人 ･ 委託先 県車椅子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ連盟
権教室 ･ 実 施 ４回

【企画部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

鉄道駅バリア 鉄道駅 のバリ ア (ｱ)バリアフリー化の整備に要する経費を 交通政策課
フリー化推進 フリー 化整備 に 補助
事業 要する 経費を 補 ・国分駅（工事）

助する ・上伊集院駅，加治木駅(設計)

【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害のある人 条例の普及啓発 (ｱ)リーフレットの配布 障害福祉課
もない人も共 (ｲ)広報誌，県政広報番組及びホームペー
に生きる鹿児 ジ等の活用
島づくり事業 ・福祉のまちづくり広報誌（ありば）

・県ホームページ
(ｳ)リーフレット等の配布による街頭啓発

キャンペーンの実施
・３/１～２ アミュ広場

(ｴ)障害者差別解消推進功労者の表彰
・障害者保健福祉大会において実施
・被表彰者 １名

(ｵ)各種研修等での説明
・回数 24回（H29.12末）

(ｶ)事業所等の個別訪問
・回数 405回（H29.12末）
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【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害のある人 相談員 による 相 (ｱ)相談員による相談対応 障害福祉課
もない人も共 談対応 ・相談員数 ３名
に生きる鹿児 ・配置場所 ３か所
島づくり事業 ・相談件数 94件（H29.12末）

障害者 差別解 消 (ｱ)障害者差別解消支援協議会の開催(２回)
に係る 協議会 の ・期 日 11月７日，３月22日
開催 ・場 所 県庁行政庁舎18階

特別会議室，市町村自治会
館

・参加者 県，鹿児島労働局，障害者
団体，各種事業者，学識経
験者 等

・内 容
普及啓発・相談対応について，条

例施行後３年を目処とした見直しに
ついて 等

福祉のまちづ 福祉の まちづ く (ｱ)広報誌により思いやりの心をはぐくむ
くり推進事業 り広報誌の発行 心のバリアフリー化等に関する普及啓

発に努めた。
・年２回発行，各5,000部

バリア フリー 研 (ｱ)県民に対し，バリアフリー等に関する
修会 普及啓発に努めた。

・実 施 回 数 10回
・参加者総数 約200人

障害者保健福 障害者 保健福 祉 (ｱ)大会を開催することにより，県民に障
祉大会開催事 大会の開催 害や障害者に対する理解と認識の普及
業 啓発に努めた。

・参加者 約500人

障害者の明る 「障害者110番」 (ｱ)電話による常設相談窓口を設置し，障
いくらし促進 の運営 害者の人権問題等の相談に対応した。
事業 ・相談件数 508件(H30.1月現在)

こども総合療 街頭キ ャンペ ー (ｱ)「世界自閉症啓発デー」に合わせ，啓
育センター運 ン 発リーフレットを配布した。
営事業 ・期日 ４月２日

・場所 イオンモール鹿児島
・部数 約1,500部

ライトアップ (ｱ)「世界自閉症啓発デー」に合わせ，ブ
ルーのライトアップを行った。
・期日 ４月２日～８日
・場所 アミュプラザ観覧車

かごしま水族館
甲突川橋梁
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【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害者虐待防 障害者 虐待防 止 (ｱ)障害者虐待防止研修会を開催した。 障害福祉課
止対策支援事 ・権利 擁護の 推 ・期 日 ①平成29年12月26日～27日
業 進・啓発 ②平成30年１月10日

・場 所 ①自治会館
②奄美文化センター

・参加者数 ①457人
② 63人

(ｲ)障害者虐待防止制度の周知
リーフレット「障害者虐待防止法」を
作成，配布した。
・部数 3,000部

(ｳ)県障害者権利擁護センターを運営した。
・設置月日 平成24年10月１日
・業務内容

障害者虐待に関する通報，届出の受
理，障害者虐待の防止及び障害者支
援に関する情報の提供等

【商工労働水産部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

障害者職業能 鹿児島 障害者 職 (ｱ)鹿児島障害者職業能力開発校における 雇用労政課
力開発校費 業能力 開発校 に 障害者に対する職業訓練の実施

おける 職業訓 練 H30.3月末現在 （単位：人）
の実施 区 分 施設内 委託訓練

訓練科 7 21
定 員 100 132
入校者 85 114
修了者 55 94
就業者 48 19

障害者雇用促 障害者 の雇用 促 (ｱ)９月を「障害者雇用支援月間」と定め，
進事業 進 (独)高齢・障害・求職者雇用支援機構

鹿児島障害者職業センターとの共催
で，障害者雇用支援運動を実施し，県
民及び事業主に理解と協力を求めた。

a 障害者雇用支援・激励大会の実施
･ 参加者 約180人

b 障害者雇用優良事業所・優秀勤労障
害者知事表彰

･ 企 業 ２社
･ 個 人 １人

c 街頭キャンペーンの実施
(ｲ)障害者就業開拓推進員を配置し，障害

者の就職の支援を行うとともに，公共
職業安定所が主催する障害者就職面接
会を支援・協力し，障害者の雇用促進
に努めた。

(ｳ)障害者の雇用経験のない企業において
障害者の雇用体験を行う「企業による
障害者雇用体験事業」を実施し，雇用
の拡大を図った。
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【土木部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

建設業指導監 建設工 事入札 参 (ｱ)平成30年度の県建設工事入札参加資格 監理課
督事業 加資格格付 審査において，障がい者を雇用してい

る建設業者を評価した。

人にやさしい 歩道の段差解消 (ｱ)歩道段差解消計画箇所数 3,300箇所 道路維持課
道づくり事業 ･ 平成28年度まで整備 2,993箇所

･ 平成29年度整備 98箇所
･ 平成29年度末整備 3,091箇所

（整備率 94%）

県営住宅建設 県営住宅の整備 (ｱ)県営住宅の新築及び既設公営住宅改善 住宅政策室
事業 において，床の段差解消や手すりの設
既設県営住宅 置等のバリアフリー化を行った。
改善事業 （平成29年度実績）

新 築 28戸
住戸改善 448戸

476戸

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

現職教員等研 訪問教 育担当 教 (ｱ)訪問教育担当教員の資質向上を目指し 義務教育課
修事業 員講習会 て研究協議，実技研修を実施した。

･ 開 催 日 ６月15日～16日
･ 場 所 県総合教育センター
･ 参加者数 40人

特別支 援学級 等 (ｱ)初めて特別支援学級又は通級指導教室
新任担 当教員 研 を担当する教員に対して特別支援教育
修会 の基礎的事項，学習方法等について，
（２回） 各２日間の研修を実施した。

担任・担当 開催期間 参加者数

特別支援学級 ５月16日～17日 236人

通級指導教室 ５月11日～12日 23人

･ 場所 県総合教育センター

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者
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(5) 同和問題

施策の基本方向 ア 同和問題についての教育・啓発活動の推進
イ 隣保館活動の推進
ウ えせ同和行為の排除
エ 差別事象への対応
オ 企業における公正な採用選考の促進

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

(ｲ)「部落差別解消推進法」周知ﾁﾗｼ
･ 作 成 部 数 10,000部
･ 配 布 先 市町村，企業，学校，啓推協会員等

講演会 ・研修 会 (ｱ)人権啓発指導者等研修会
等の開催 a 南薩地域人権啓発指導者等研修会

･ 開 催 日 ９月６日
･ 場 所 南薩地域振興局
･ 参加者数 71人

b 北薩地域人権啓発指導者等研修会
･ 開 催 日 ７月６日
･ 場 所 北薩地域振興局
･ 参加者数 86人

c 熊毛地域人権啓発指導者等研修会
･ 開 催 日 ６月20日
･ 場 所 熊毛支庁
･ 参加者数 88人

(ｲ)じんけんフェスタ2017 in うけん
･ 開 催 日 11月19日
･ 場 所 宇検村生涯学習センター
･ 参加者数 350人

(ｳ)地域人権啓発フェスティバル
開催日 場 所 参加者数

10月22日 指宿市 250人
８月６日 姶良市 ※
８月27日 曽於市 850人
※姶良市は台風のため中止

(ｴ)人権同和問題県民のつどい
･ 開 催 日 ２月６日
･ 場 所 鹿児島市民文化ホール
･ 参加者数 700人
･ 講 師 旭堂南陵（講談師/大阪芸術

大学客員教授）
･ 演 題 人の心に潜む差別

(ｵ)人権啓発管理者研修会
･ 開 催 日 １月23日
･ 講 師 川口泰司（（一社）山口県人

権啓発センター事務局長）
･ 演 題 『部落差別解消推進法』施行

と今後の課題～「寝た子」は
ネットで起こされる

･ 参加者数 226人
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 行政職員等研修 (ｱ)県職員に対する研修 人権同和対
事業 ･ 参加数 6,153人 策課

人権同和問題地区別研修会
本庁･各地域振興局等：31会場
所属単位の研修会
病院･農業開発ｾﾝﾀｰ等：15会場
運動団体主催研修会への職員参加
管理者研修会(部課長級人権同和問題研修会)等

研修専門員設置 (ｱ)各種機関・団体等主催研修会へ研修専
門員(２人)を派遣
･ 派 遣 先

国の機関（国道事務所等），市町
村，社会福祉協議会，企業，公民
館，その他(専門学校,農協,漁協 など)

･ 派遣回数 延べ 220回
･ 受講者数 17,195人

各種広 報媒体 を (ｱ)テレビ・ラジオ
活用した啓発 a テレビでの「部落差別解消推進法」

施行周知
・放送回数 5回（８月）

b ラジオでの「部落差別解消推進法」
施行周知
・放送回数 11回（８月）

(ｲ)県政広報媒体による啓発
a グラフかごしま（１月号）

「部落差別解消推進法」施行周知
b 県政かわら版（２月号）

「部落差別解消推進法」施行周知

その他啓発活動 (ｱ)懸垂幕の掲示
･ 時期 人権同和問題啓発強調月間（８月）

人権週間（12月４日～10日）
･ 場所 各地域振興局等

(ｲ)人権に関するポスターコンクール開催
(ｳ)人権に関するポスター展

･ 開催日 12月４日～10日
･ 場 所 山形屋

(ｴ)人権啓発ＤＶＤの新規購入及び貸出
･ 新規購入ＤＶＤ ５本
･ 貸出実績 73件(133本)
･ 保有数

ビデオ･ＤＶＤ 278本
16ミリフイルム 59本
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発交流 人権啓 発交流 事 (ｱ)隣保館の運営費補助(補助対象市町:4市町 8館) 人権同和対
事業 業 隣保館活動に対する指導助言を行うと 策課

ともに，運営費に対する助成を行った。
(ｲ)隣保館連絡協議会への助成等

･ 全国隣保館連絡協議会
･ 県隣保館連絡協議会

人権啓 発に係 る (ｱ)県人権同和問題啓発推進協議会の開催
推進協 議会の 開 ・日 時 ５月９日
催 ・場 所 県庁会議室

・参加者 県，鹿児島労働局，各種経
済団体，運動団体 等

・内 容
各団体の啓発活動(H28)の実績
各団体の啓発活動(H29)の計画
平成28年中における人権侵犯事件
の状況
ＤＶＤ視聴「私の中の差別意識-部
落差別問題から考える-」

(ｲ)県同和対策連絡協議会の開催
･ 日 時 ５月23日
･ 場 所 県庁会議室
･ 参加者 県，14市町
･ 内 容

人権啓発活動事業報告(H28)
人権啓発活動事業計画(H29)
政府等に対する要望，役員改選

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育啓発 啓発資 料作成 配 (ｱ)人権教育資料「笑顔でつなぐ明日への 社会教育課
事業 布 架け橋」

・作成部数 増刷530部
・主な配布先 市町村教育委員会，

教育事務所，社会教育
施設

(ｲ)部落差別解消推進法に係るリーフレッ
ト
・作成部数 200部
・主な配布先 市町村教育委員会，

教育事務所，本課研修
会

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

(ｲ)人権同和教育担当者等を対象に，人権
教育授業実践研修会を実施し，提案授
業等を通して人権教育の指導方法等の
工夫・改善を図った。
・開 催 日 ６月
・場 所 県内６会場
・対 象 公立小・中・高等学校及

び特別支援学校
・参加人数 167人
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(6) 外国人

施策の基本方向 ア 外国人の人権についての啓発活動の推進
イ 国際理解教育の推進
ウ 相談体制の充実
エ 外国人にやさしい街づくりの推進

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【ＰＲ・観光戦略部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

国際交流プラ 情報収 集提供 機 (ｱ)ホームページ（日本語・英語・中国語 国際交流課
ザ設置事業 能の拡充 ・韓国語）の各種情報の随時更新

(ｲ)電子メールを活用した情報提供
(ｳ)図書等の充実・提供

広報出 版活動 の (ｱ)英文情報誌(｢South Wing｣)の発行
充実 ・発行回数 年１回

・発行部数 800部

国際理解の推進 (ｱ)外国語・文化講座等の開催
a 県国際交流員による文化講座
・実施回数 ６回

b 在住外国人による公募型国際理解講座
・実施回数 ２回

c 児童・生徒向け国際理解講座
(a)来て，見て，知って国際理解ミニ
講座

・実施回数 10回
(b)英語絵本の読み聞かせ講座

・実施回数 15回
d 一般向け国際理解講座
・実施回数 ５回

e ランチタイム・イングリッシュ・ク
ラブ

・実施回数 39回（毎週金曜日）
f 中国語ランチタイムトーク
・実施回数 32回（毎週火曜日）

g 韓国語ランチタイムトーク
・実施回数 44回（毎週水曜日）

(ｲ)国際理解プログラム事業の実施
「協力隊ＯＢと留学生が先生」事業
・派遣学校 40校

(ｳ)国際理解教材の整備・貸出し
・民族衣装 17回
・国 旗 10回
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【ＰＲ・観光戦略部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

国際交流プラ 在住外 国人と の (ｱ)国際交流活動の促進 国際交流課
ザ設置事業 交流促 進及び 支 a 在住外国人との交流活動への後援

援 ・後援件数 ９件
b 在住外国人との交流活動の共催
・共催件数 ０件

c 地域国際交流促進事業
・件 数 ４件

(ｲ)在住外国人の支援
a 在住外国人日本語・日本文化理解講座
・水曜日午前クラス 30回

（毎週水曜日，５月～２月）
・木曜日夜間クラス 30回

（毎週木曜日，５月～２月）
(ｳ)外国人による日本語スピーチコンテスト

・実施回数 １回（予選，本選）
(ｴ)在住外国人の相談等に応じる相談員を

配置し，相談機能の充実を図った。
・相談件数 289件

(ｵ)留学生への支援
a 留学生支援資金貸付制度の運営
・貸付件数 １件

b 留学生住宅確保支援事業
・保証件数 15件

(ｶ)多文化共生地域づくり事業
・実施回数 ３回

国際交 流組織 の (ｱ)国際交流・協力活動への助成
連携・ 支援の 強 ・助成金交付 １団体
化 (ｲ)市町国際交流協会及び国際交流団体と

のネットワークの推進
・「鹿児島県国際交流・協力団体メー
リングリスト」を活用

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

【県警本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

国際化対策事 外国語委託教育 (ｱ)職員の語学能力の向上及び国際理解を 警務課
業 深めるため，民間語学学校に委託し，

英語・中国語・韓国語に対する外国語
委託教養を実施した。
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(7) ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等
〔ＨＩＶ感染者等〕

施策の基本方向 ア ＨＩＶ感染症等に関する啓発活動の推進
イ エイズ教育の推進
ウ 相談体制の充実
エ 人権侵害への対応

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

普及・啓発事 ＨＩＶ 感染者 等 (ｱ)エイズ予防普及啓発講演会を開催し， 健康増進課
業 に対す る差別 や 主に高校生に対して，ＨＩＶ感染者等

偏見の ない社 会 に対する差別や偏見の解消を図った。
づくりの推進 ･ 実施保健所 県内４保健所

･ 参 加 者 数 1,198人
(高校生,教職員,保健所職員)

(ｲ)一般県民にエイズ予防パンフレット等
を配布し，人権問題を含めた正しい知
識の啓発を行った。
･ パンフレット，エイズ啓発用グッズ等

を街頭キャンペーン等で配布
（各10,000部）

相談・指導者 ＨＩＶ 感染者 等 (ｱ)カウンセラー派遣事業
養成事業 に対す る相談 体 臨床心理士であるエイズカウンセラー

制づくりの推進 を派遣し，ＨＩＶ感染者・エイズ患者
及び家族等の心理的支援を行った。
･ 実績 ６件

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 学校教 育活動 全 (ｱ)公立小・中・高等学校では，年間指導 保健体育課
事業 体を通じた取組 計画に基づき，保健学習，学級活動

（ＬＨＲ）等で発達の段階に応じた取
組を行った。

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者
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〔ハンセン病患者・元患者等〕

施策の基本方向 ア ハンセン病に関する啓発活動の推進
イ 社会復帰に向けた支援
ウ 人権侵害への対応

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

・作 成 部 数 57,000部
・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

ハンセン病対 ハンセ ン病元 患 (ｱ)広報による普及啓発活動 健康増進課
策事業 者等に 対する 差 県広報誌等を活用し，正しい知識の普

別や偏 見のな い 及啓発を行った。
社会づ くりの 推 ・県ホームページ
進 ・「ハンセン病問題を正しく理解する

週間」に係る啓発展示
(いちき串木野市,鹿屋市,奄美市(2)の４
会場)

(ｲ)ハンセン病問題啓発講演会の開催
保健所主催により，療養所入所者等を
講師として，体験談等を話してもらう
ことにより，一層の普及啓発を図った。
･ 開催回数 ５保健所で７回
･ 参加者数 1,590人

(ｳ)県庁舎訪問・県内めぐりの実施
療養所入所者を県庁舎や霧島方面に招
待する事業を通して，これらの方々の
社会参加・社会復帰の促進を図った。
・開 催 日 10月16日～17日
・参加者数 12人

(ｴ)親子療養所訪問の実施
県内に住む親子を対象に，県内療養所
の施設見学や入所者との交流の場を提
供した。

a 星塚敬愛園
・開催日 ８月４日
・参加者 46人

b 奄美和光園
・開催日 ８月24日
・参加者 12人

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者
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(8) 犯罪被害者等

施策の基本方向 ア 犯罪被害者等の人権についての啓発活動の推進
イ 犯罪被害者等に対する支援の充実

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

くらし安全・ 犯罪被 害者等 支 (ｱ)犯罪被害者等の利便性の向上を図るた 生活・文化
安心まちづく 援総合 窓口で の め，「犯罪被害者等支援総合窓口」に 課
り推進事業 相談受理業務 おいて，個別相談窓口の案内等を行った。

犯罪被 害者等 に (ｱ)８月28日，県庁講堂において，防犯・
対する 支援意 識 交通・犯罪被害者等支援の３部門によ
の高揚 る「鹿児島県くらし安全・安心県民大

会」を開催した。

犯罪被 害者等 支 (ｱ)１月23日，庁内関係各課及び県警察の
援庁内 連絡会 議 担当者を集めて，犯罪被害者等支援に
の開催 対する共通の理解と認識を持ち，連携

を深めるための庁内連絡会議を開催し
た。

犯罪被 害者週 間 (ｱ)11月25日に開催された(公社)かごしま
（11月 25日～12 犯罪被害者支援センター主催の「犯罪
月１日 ）にお け 被害者週間オープニングキャンペー
る取組 ン」を共催した。

(ｲ)11月29日に開催された(公社)かごしま
犯罪被害者支援センター主催の「犯罪
被害者支援フォーラム2017inかごし
ま」を共催した。

広報啓発 (ｱ)県ホームページ更新のほか，警察庁が
発信する「犯罪被害者等施策メールマ
ガジン」を各市町村等へ情報提供した。

「性暴 力被害 者 (ｱ)性暴力被害者の支援の質の向上を図る
サポー トネッ ト ため，10月７日，県産婦人科医会等と
ワークかごしま」 合同研修を実施した。
（通称：「FLOWE (ｲ)広報啓発活動の一環として，県民向け
R」）の運用 の「FLOWER」ポケットカードを街頭キ

ャンペーン等で配布した。
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【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

【県警本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

被害者支援等 「命の 大切さ を (ｱ)県内の中・高校生を対象として，平成 相談広報課
対策事業 学ぶ教 室」講 演 29年度中14回，各学校において生徒

事業 3,686人に対し「命の大切さを学ぶ教
室」を実施した。

被害者 支援に 関 (ｱ)警察学校において専科教養学生に対し
する研 修会等 の 被害者遺族による講話を実施した。
実施や参加 (ｲ)県では県犯罪被害者等支援連絡協議会

を７月５日に開催し，各警察署でも被
害者支援ネットワークの総会を開催し
た。（22警察署，９月～３月）

(ｳ)犯罪被害者による特別講演会の開催の
ほか，犯罪被害者支援フォーラムに職
員や関係機関団体も参加し，聴講した。

(ｴ)県警察被害者支援推進委員会及び幹事
会（４月26日）を開催した。

(ｵ)県犯罪のない安全で安心なまちづくり
県民会議，県交通安全県民運動推進協
議会の合同主催，県犯罪被害者等支援
連絡協議会共催による「鹿児島県くら
し安全・安心県民大会」（８月28日，
県庁講堂）を開催した。

(ｶ)検察庁，法テラス，(公社)かごしま犯
罪被害者支援センター，鹿児島保護観
察所，県女性相談センター，県民生活
課，県警の７者による連絡会議を実施
した。
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【県警本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

被害者支援等 犯罪被 害者週 間 (ｱ)(公社)かごしま犯罪被害者支援センタ 相談広報課
対策事業 （11月 25日～12 ー主催の「犯罪被害者週間オープニン

月１日 ）中に お グキャンペーン」，「犯罪被害者支援
ける各種取組み フォーラム2017inかごしま」に共催と

して支援した。
(ｲ)各種広報媒体や会合を活用しての被害

相談窓口広報や犯罪被害給付制度の案
内に努めた。
※広報媒体

ＨＰ，新聞，警察広報紙，ラジオ等
※各種会合

被害者支援ネットワーク等

広報啓 発資料 等 (ｱ)(公社)かごしま犯罪被害者支援センタ
の作成・配布 ーと連携し，各種イベントにおいて広

報啓発活動を実施した。
(ｲ)職員を対象に被害者支援体験記の募集

を行い，優秀作品について職員に配布
し，意識の向上に努めた。

(ｳ)警察庁作成のパンフレットを各種会議
で配布し，警察の被害者支援活動を広
報した。
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(9) インターネット等による人権侵害

施策の基本方向 ア 啓発活動の推進
イ 情報モラルに関する教育の充実

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

･ 作 成 部 数 57,000部
･ 主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

いじめ防止対 ネット いじめ 対 (ｱ)学校非公式サイト等への問題のある書 義務教育課
策推進事業 策 き込みや画像について監視し，児童生

徒の問題行動の未然防止，早期発見，
早期対応を図った。

(ｲ)インターネット利用等に関する調査を
実施した。

(ｳ)ネットいじめ等への具体的な取組方法
を県下へ普及するため，教育の情報化
フォーラムを実施した。
・開催日 １月31日
・場 所 県民交流センター
・対 象 公立小・中・義務教育学校

・高等学校及び特別支援学
校の教員，市町村教育委員
会指導主事，保護者等

・参 加 者 数 254人

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者
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(10) 北朝鮮当局による拉致問題等

施策の基本方向 ア 啓発活動の推進
イ 学校における教育の充実

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)パンフレット｢違いがあるから世界は 人権同和対
事業 配布 カラフル」（改訂版） 策課

・作 成 部 数 57,000部
・主な配布先 市町村,企業,学校,啓推協会員等

パネル展の開催 (ｱ)人権同和問題県民のつどい
・開 催 日 ２月６日
・場 所 鹿児島市民文化ホール
・参加者数 700人
・パネル展 北朝鮮当局による拉致問題に関するﾊﾟﾈﾙ展

【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

福祉企画事業 啓発活動 (ｱ)写真パネル等の展示 社会福祉課
・各支庁・地域振興局（12/８～15）
・商業施設（12/８～17）
・市町村へのパネル貸出し（８市町）

(ｲ)北朝鮮による日本人拉致問題啓発アニ
メ「めぐみ」の上映

・場所 県庁２階県民ホール
・期間 12月11日～15日

(ｳ)各種広報媒体を活用した啓発
・ポスター，リーフレットの配布
・新聞（県内２紙）
・庁内放送
・県ホームページ
・県庁舎電光掲示板

(ｴ)県職員へのブルーリボン着用呼びかけ
・配布数 888個

拉致被害者支援 (ｱ)拉致問題庁内連絡会議
本県関係の拉致被害者が帰国した場合
に，その拉致被害者及び御家族を支援
するため，庁内の連携を確認。

・開催日 ７月25日

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)人権教育研修資料「なくそう差別 築 人権同和教
事業 こう明るい社会」（平成30年度版） 育課

・作 成 部 数 24,000部
・主な配付先 全教職員及び教育行政関係者

(ｲ)北朝鮮人権侵害問題啓発週間・作文コ
ンクール
・県内全市町村教育委員会及び県立学

校への周知
(ｳ)北朝鮮人権侵害問題週間

・県内全市町村教育委員会及び県立学
校へのポスター掲出の周知
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４ 特定職業従事者に対する研修等

(1) 行政職員

【総務部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

職員研修事業 県職員研修 (ｱ)新規採用職員研修（前期） 人事課
･ 科 目 名 「人権啓発」
･ 実 施 日 ４月12日･19日・26日

５月10日・17日
･ 受講者数 219人

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 行政職員等研修 (ｱ)県職員に対する研修 人権同和対
事業 ･ 参加数 6,153人 策課

人権同和問題地区別研修会
本庁･各地域振興局等：31会場
所属単位の研修会
病院･農業開発ｾﾝﾀｰ等：15会場
運動団体主催研修会への職員参加
管理者研修会(部課長級人権同和問題研修会)等

研修専門員設置 (ｱ)市町村職員等に対する研修へ研修専門
員を派遣
･ 参加数 3,183人

新規採用職員研修（前期）
技能労務職員研修
人権啓発研修支援事業を活用した市町村職員研修

(ｲ)国機関の職員研修へ研修専門員を派遣
･ 参加数 968人

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育管理 人権教育対策 (ｱ)研修会等へ参加し，同和問題をはじめ 人権同和教
費 とする人権問題の解決を図る諸施策の 育課

充実を図った。

人権教育推進 教育行 政等職 員 (ｱ)教育行政関係者等を対象とした研修会
事業 人権教育研修 を開催し，同和問題をはじめとする人

権問題に対する理解と認識を深めさせた。
･ 開催日 ４月～２月
･ 場 所 各所属及び県庁講堂

人権教育の充実 (ｱ)教職員及び教育行政関係者等を対象に
人権教育の入門講座「県人権同和教育
基礎講座」を開催した。
･ 開 催 日 ６月７日
･ 場 所 宝山ホール
･ 参加者数 803人

人権教育啓発 人権教 育調査 指 (ｱ)市町村の社会教育における人権教育推 社会教育課
活動促進事業 導 進に関する事業の実施状況を把握し，

それぞれの市町村の実情に配慮しなが
ら指導助言を行い，人権教育の効果的
な推進を図った。（14市町村で実施）
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育啓発 人権教 育指導 者 (ｱ)市町村社会教育担当行政職員，社会教 社会教育課
活動促進事業 研修会 育関係団体役員等を対象に，社会教育

における人権教育推進上の課題等を的
確に把握するとともに，人権教育の進
め方や啓発の在り方等について理解を
深め，本県及び各市町村における施策
の推進者としての資質向上を図るため
に研修会を実施した。

（参加者数67人）

(2) 教職員
【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育研修 人権教 育教職 員 (ｱ)採用２年目のすべての教職員等の研修 人権同和教
事業 等研修会 会を実施し，同和問題をはじめとする 育課

人権問題に対する理解と認識の深化を
図った。
･ 開 催 日 ７月７日，８月10日
･ 場 所 県立奄美図書館及び県総

合教育センター
･ 参加者数 251人

人権教育研修 (ｱ)教職員を人権問題に係る研修会に参加
させ，同和問題をはじめとする人権問
題に対する理解と認識を深めさせた。

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)教職員及び教育行政関係者等を対象と
事業 した人権教育資料と人権教育指導資料

を作成・配布し，その活用を図った。
(ｲ)同和問題をはじめとする様々な人権課

題の解決を目的とした課題別研究会を
実施した。

a 課題別研究会「進路保障」
・開 催 日 ６月28日
・場 所 出水市文化ホール
・参加人数 248人

b 課題別研究会「地域とつながる人権
教育」

・開 催 日 10月18日
・場 所 県庁講堂
・参加人数 402人

c 課題別研究会「部落問題学習」
・開 催 日 １月24日
・場 所 奄美市立名瀬小学校
・参加人数 136人

(ｳ)人権同和教育担当者等を対象に，人権
教育授業実践研修会を実施し，提案授
業等を通して人権教育の指導方法等の
工夫・改善を図った。
･ 開 催 日 ６月
･ 場 所 県内６会場
･ 対 象 公立小・中・高等学校び

特別支援学校
･ 参加人数 167人
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【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 (ｴ)教職員及び教育行政関係者等を対象に 人権同和教
事業 人権教育の入門講座「県人権同和教育 育課

基礎講座」を開催した。
･ 開 催 日 ６月７日
･ 場 所 宝山ホール
･ 参加者数 803人

(ｵ)Mom!学級づくり連続講座
自他を大切にすることができる人間関

係を基盤とした学級づくりについて，実
践力を備えた教員の育成のための実効性
の高い講座を年間７回実施し，人権尊重
の理念の具現化を図った。
・実施地区 姶良・伊佐
・開 催 日 ５月～２月
・場 所 姶良・伊佐地域振興局
・受講者数 19人

人権教育研修 県総合 教育セ ン (ｱ)教職員を対象とした研修会を開催し，
事業 ター人 権教育 講 同和問題をはじめとする人権問題に対

座，人 権教育 管 する理解と認識を深めさせた。
理職研修会 a 学校で進める人権教育基礎講座

･ 開 催 日 ６月14日～15日
・場 所 県総合教育センター
・参加人数 10人
･ 対 象 小・中・高等学校及び特別支

援学校の希望者
b 人権教育管理職研修会
･ 対 象 任用２年目の管理職

（校長・教頭）

開 催 日 ５月31日 ７月６日 ８月22日

参加者数 104人 43人 15人

場 所 総合教育ｾﾝﾀｰ 県立奄美図書館 西之表市民会館

(3) 警察職員

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置 (ｱ)警察機関等主催研修会への研修専門員 人権同和対
事業 の派遣 策課

･ 警察学校（年３回，120人）



48４ 特定職業従事者に対する研修等 (4) 消防職員

【警察本部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権に配意し 職務倫 理教養 の (ｱ)「職務倫理の基本」の唱和，「職務倫 警務課
た警察活動の 徹底 理教養の手引き」等を活用した職務倫
推進事業 理（人権）教養を推進した。

(ｲ)各種研修会，小グループ検討会，ビデ
オ活用及び部外講師による講話等によ
る教養をあらゆる機会に実施した。

(ｳ)警察学校の初任科をはじめ，各種専科
・任用科において職務倫理教養を実施
した。（必修カリキュラムに指定）

(ｴ)各種ハラスメント対策等の巡回教養等
を実施し，職員への意識付けの徹底を図
った。

(ｵ)人権問題についてのポスター等を全所
属に配付し，職員への意識付けを図る
とともに，一般来訪者に対しても啓発
活動を推進した。

被留置 者の適 法 (ｱ)担当者教養の実施
かつ適 正処遇 の 留置主任官に対しては，留置主任官等
確保 研修会，留置担当官に対しては，留置

業務専科(年間２回)，女性職員に対し
ては，新任女性留置担当官等研修会で
適宜被留置者の人権に配意した適法か
つ適正処遇の徹底について教養を実施
した。

(4) 消防職員

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置 (ｱ)消防機関等主催研修会への研修専門員 人権同和対
事業 の派遣 策課

・消防学校（年２回，104人）

(5) 医療・保健関係者

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置 (ｱ)医療・保健関係等主催研修会への研修 人権同和対
事業 専門員の派遣 策課

･ 病院等（年20回，1,280人）

(6) 福祉関係者

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置 (ｱ)福祉関係等主催研修会への研修専門員 人権同和対
事業 の派遣 策課

･ 社会福祉協議会等(年９回，967人)



49 ４ 特定職業従事者に対する研修等

【保健福祉部】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

民生委員指導 現任民 生委員 ・ (ｱ)現任民生委員研修会 社会福祉課
事業 児童委 員に対 す 現任の民生委員・児童委員の研修会に

る研修会の開催 おいて，人権同和問題研修を行った。
・開催箇所 13地区
・実施期間 ６月21日～２月13日
・参加者数 2,277人

認知症介護実 認知症 介護に お (ｱ)認知症介護基礎研修 介護福祉課
践者等養成研 ける高 齢者介 護 認知症ケアの現場で役立つ認知症に関
修事業 の実務 者等に 対 する最低限の知識・技術と，それを実

し，認 知症介 護 践する際の考え方を身につけたうえで
に関す る実践 的 チームアプローチに参画する一員とし
研修を実施する。 て基礎的なサービス提供を行うために

実施した。
・実施回数 １回
・修了者数 156人

(ｲ)認知症介護実践者研修
認知症介護の理念，知識及び技術を習
得するために実施した。
・実施回数 ３回
・修了者数 253人

(ｳ)実践リーダー研修
実践者研修で得られた基本的知識をさ
らに深め，施設・事業所においてケア
チームを効果的・効率的に機能させる
能力を有した指導者を養成するために
実施した。
・実施回数 １回
・修了者数 34人

(ｴ)認知症対応型サービス事業管理者研修
認知症対応型通所介護事業所，小規模
多機能型居宅介護事業所及びグループ
ホームの管理者に就こうとする者が管
理者の役割，管理，運営のための知識，
技術を習得するために実施した。
・実施回数 ２回
・修了者数 97人

(ｵ)小規模多機能型サービス等計画作成担
当者研修
小規模多機能型居宅介護事業所の計画
作成担当者に就こうとする者が，小規
模多機能ケアの視点等の知識技術を習
得するために実施した。
・実施回数 １回
・修了者数 29人

(ｶ)認知症対応型サービス事業開設者研修
小規模多機能型居宅介護事業所又はグ
ループホームの代表者が，認知症対応
型サービス事業の運営に必要な知識を
習得するために実施した。
・実施回数 １回
・修了者数 10人



50４ 特定職業従事者に対する研修等 (7) マスメディア関係者

(7) マスメディア関係者
【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 研修専門員設置 (ｱ)人権啓発研修会(ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ関係者)の開催 人権同和対
事業 ･ 青潮会会員及び加盟社(６社，８人) 策課



51５ 総合的かつ効果的な推進 (1) 人材の育成と教材等の開発・整備

５ 総合的かつ効果的な推進
(1) 人材の育成と教材等の開発・整備

ア 人材の育成
イ 教材の開発・整備
ウ プログラムの整備・充実
エ 効果的な学習方法の導入

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教育の充実 (ｱ)教育行政関係者等を対象とした研修会 人権同和教
事業 を開催し，同和問題をはじめとする人 育課

権問題に対する理解と認識を深めさせ
るとともに指導者の育成を図った。

(ｲ)教職員及び教育行政関係者等を対象と
した人権教育研修資料や人権教育指導
例集を作成・配布し，その活用を図っ
た。

(ｳ)人権教育の研修を目的として，映像教
材を購入し，その活用を図った。

人権教育啓発 人権教 育調査 指 (ｱ)市町村の社会教育における人権教育推 社会教育課
活動促進事業 導 進に関する事業の実施状況を把握し，

それぞれの市町村の実情に配慮しなが
ら指導助言を行い，人権教育の効果的
な推進を図った。
･ 実施市町村 南さつま市，姶良市，

喜界町など14市町村

人権教 育ブロ ッ (ｱ)社会教育関係団体等のリーダー及び役
ク別指 導者研 修 員等を対象に、同和問題をはじめとす
会 る人権課題に対する正しい理解と認識

を一層深める機会とするため、人権に
関する講演会や研修会等を実施した。
（７地区 756人参加）

人権教 育指導 者 (ｱ)市町村社会教育担当行政職員，社会教
研修会 育関係団体役員等を対象に，社会教育

における人権教育推進上の課題等を的
確に把握するとともに、人権教育の進
め方や啓発の在り方等について理解を
深め，本県及び各市町村における施策
の推進者としての資質向上を図るため
に研修会を実施した。
･ 開 催 日 ７月11日
･ 場 所 かごしま県民交流センター
･ 参加者数 67人



52５ 総合的かつ効果的な推進 (2) 効果的な啓発と情報提供

(2) 効果的な啓発と情報提供

ア 啓発内容・方法の充実
イ 情報提供の充実

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 啓発資 料作成 ・ (ｱ)平成29年度人権啓発資料法務大臣表彰 人権同和対
事業 配布 出版部門の優秀賞を受賞した「違いが 策課

あるから世界はカラフル」をより多く
の県民に見ていただきたいと改訂版を
増刷した。単に増刷するだけではなく，
最近課題となってきている「性的少数
者の人権」については，これまでより
もページを割いて掲載した。
･ 作成部数 57,000部
･ 配 布 先 関係機関・団体，研修受

講者，イベント参加者等

各種広 報媒体 を (ｱ)人権啓発の意識向上へと繋がる「思い
活用した啓発 やり」の共有（シェア）をイメージし

て作成した人権啓発ポスターと統一感
のあるテレビスポットを作成し，テレ
ビのほか，Youtubeインストリーム広
告やYahoo,グーグルにバナー広告を掲
載し，効果的な啓発に努めた。

(ｲ)県ホームページに人権啓発パンフレッ
ト，ポスター，ＤＶＤ等の人権啓発に
関する資料を掲載し，啓発を行った。

講演会 ・研修 会 (ｱ)人権啓発指導者等研修会等において，
等の開催 同和問題の当事者等を講師に招き，体

験を踏まえた研修を実施した。
（延べ５回）

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 総合教育センター (ｱ)各研修会等に人権課題に関わる当事者 人権同和教
事業 人権教育講座，人 の講演等を設定し，教職員の人権意識 育課

権教育管理職研修 の高揚を図るとともに，啓発内容・方
会 法の充実に努めた。

(3) 実施主体間の連携
【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 講演会 ・研修 会 (ｱ)地域で人権啓発活動に関わる各種団体 人権同和対
事業 等の開催 等と連携して，人権啓発活動ネットワ 策課

ーク研修会を開催した。
･ 開催日 ８月26日
･ 場 所 南大隅町中央公民館
･ 参 加 者 数 157人



53 ５ 総合的かつ効果的な推進 (4) マスメディアの活用

【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発交流 人権啓 発活動 促 (ｱ)同和問題をはじめとする人権問題の解 人権同和対
事業 進事業 消に向けた啓発活動等を推進している 策課

運動団体に対し，啓発活動費の補助を
行った。

【教育委員会】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権教育推進 人権教 育研究 助 (ｱ)本県における人権教育の推進に一定の 人権同和教
事業 成補助 役割を果たしている研究団体に事業費 育課

を補助し，人権教育の一層の推進を図
った。

(4) マスメディアの活用
【県民生活局】

予算事業名 事業内容 実施状況 担当機関

人権啓発推進 各種広 報媒体 を (ｱ)テレビ・ラジオによる啓発 人権同和対
事業 活用した啓発 a 人権啓発ﾃﾚビｽポｯﾄ(15秒) 策課

･ 人権同和問題啓発強調月間（８月） 101回
･ 人権週間（12月４日～10日） 40回

b 人権啓発ﾗジｵｽポｯﾄ(20秒)
･ 人権同和問題啓発強調月間（８月） 100回
･ 人権週間（12月４日～10日） 40回

(ｲ) インターネットを活用した啓発
a Youtubeｲﾝｽﾄﾘｰﾑ広告
･ 掲載期間 8/1～31，12/4～10
･ 表示回数 約200万回

b バナー広告
･ 掲載期間 8/1～31，12/4～10
･ 表示回数 約320万回

(ｳ)映画広告による啓発
a 鹿児島ミッテ10
･ 人権同和問題啓発強調月間（８月） 947回
･ 人権週間（12月４日～10日） 452回

(ｴ)公共交通機関車内広告
(鹿児島市電,鹿児島市営ﾊﾞｽ,民間ﾊﾞｽ,桜島ﾌｪﾘｰ)
･ 人権同和問題啓発強調月間（８月） 186両
･ 人権週間（12月４日～10日） 186両


